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◇秋田県部等設置条例の一部を改正する条例（秋田県条例第79号）
１　題名を秋田県部設置条例に改めることとした。
２　知事公室、総務企画部及び学術国際部を再編成し、総務部及び企画振興部を設置することとした。（第１条関係）
３　生活環境文化部の名称を生活環境部に、産業経済労働部の名称を産業労働部に改めることとした。（第１条関係）
４　総務部及び企画振興部の分掌事務を定めることとした。（第２条関係）
５　その他所要の規定の整理を行うこととした。
６　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　秋田県公営企業の設置等に関する条例（昭和41年秋田県条例第51号）について所要の規定の整理を行うこととし
た。

◇職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第80号）
１　減給について、期間の上限を１年（現行６月）に引き上げるとともに、減ずる額の上限を給料の５分の１（現行10
分の１）に引き上げることとした。（第３条関係）
２　停職の期間の上限を１年（現行６月）に引き上げることとした。（第４条関係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第81号）
１　義務教育等教員特別手当の月額の支給限度額を11,700円（現行15,900円）に引き下げることとした。（第23条の３
の４関係）
２　施行期日
　　この条例は、平成22年１月１日から施行することとした。

◇職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第82号）
１　船員保険法（昭和14年法律第73号）の規定により失業者の退職手当に相当する給付の支給を受けることとなる者に
対して失業者の退職手当を給付することを禁じる規定を削ることとした。（第10条関係）
２　施行期日等
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　⑴　この条例は、平成22年１月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第83号）
１　公務上の災害又は通勤による災害に対して他の救済制度が適用されない船員保険の被保険者に議会の議員その他非
常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和42年秋田県条例第41号）を適用することとした。（第２条関係）
２　その他所要の規定の整理を行うこととした。
３　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年１月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第84号）
１　権限移譲事務に次の事務を加えることとした。
　⑴　農業生産法人以外の法人等であって一定の要件を満たすものに対する権利の設定の許可及び許可の取消し等（別
表第48の２関係）

　⑵　国又は都道府県が農地の転用の許可等を受けようとする場合の協議（別表第49関係）
　⑶　国又は地方公共団体が農用地区域内における開発行為の許可を受けようとする場合の協議（別表第51関係）
２　その他所要の規定の整備を行うこととした。
３　施行期日等
　⑴　この条例は、一部を除き、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇秋田県総合食品研究所条例の一部を改正する条例（秋田県条例第85号）
１　題名を秋田県総合食品研究センター条例に改めることとした。
２　秋田県総合食品研究所の名称を秋田県総合食品研究センターに改めることとした。（第１条関係）
３　その他所要の規定の整理を行うこととした。
４　施行期日
　　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。

◇秋田県地域医療再生臨時対策基金条例（秋田県条例第86号）
１　医療を提供する体制の確保を図り、もって県民の健康の保持に寄与するため、県地域医療再生計画（県が医師の確
保その他地域における医療に関する課題を解決するための施策について定める計画をいう。）に基づく医師の確保、
病院等の機能の充実及び連携の強化等に係る臨時の事業に充てる資金として、秋田県地域医療再生臨時対策基金（以
下「基金」という。）を設置することとした。（第１条関係）
２　基金の積立て、現金の管理、運用益金の処理、現金の繰替運用、基金の処分及び知事への委任について定めること
とした。（第２条～第７条関係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例は、平成26年３月31日限り、その効力を失うこととした。

◇市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第87号）
１　義務教育等教員特別手当の月額の支給限度額を11,700円（現行15,900円）に引き下げることとした。（第24条の２
関係）
２　施行期日
　　この条例は、平成22年１月１日から施行することとした。

◇スポーツに関する事務の管理及び執行の特例に関する条例（秋田県条例第88号）
１　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第24条の２第１項の規定に基づき、同項第１
号に規定するスポーツに関する事務は、知事が管理し、及び執行することとした。
２　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　秋田県スポーツ振興審議会条例（昭和37年秋田県条例第17号）ほか９条例について所要の規定の整理を行うこと
とした。

◇ ◇
◇ ◇
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　⑶　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇公衆に著しく迷惑をかける暴力的な不良行為等の防止に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第89号）
１　公共の場所等における刃物等を振り回し、突き出す等公衆に不安を覚えさせるような行為を禁止することとした。
（第３条関係）
２　住居等において衣服の全部又は一部を着けない状態でいる人を撮影する行為を禁止することとした。（第４条関
係）
３　特定の者に対する不安又は著しい迷惑を覚えさせる方法による反復したつきまとい行為等を禁止することとした。
（第５条関係）
４　人の性的好奇心をそそる行為の提供、歓楽的雰囲気を醸し出す方法で客をもてなして飲食をさせる行為の提供等に
ついて客引き等をすること及び当該客引き等を目的とする客待ちをすることを禁止することとした。（第12条関係）
５　水泳場等における遊泳者等の身体に接触する等により当該者に不安を覚えさせるような行為を禁止することとし
た。（第13条関係）
６　公安委員会は、不当な客引き等を行った事業者に対し、再発防止のための指示をすることができることとした。
（第14条関係）
７　公安委員会は、事業者が６の指示に従わなかったとき又は不当な客引き等を行ったときは、当該事業者に対し、事
業の停止を命ずることができることとした。（第15条関係）
８　公安委員会は、７の事業の停止を命じようとするときは、聴聞を行わなければならないこととした。（第16条関
係）
９　２から４までに違反した者に対する罰則の新設及び既存の禁止行為に係る罰則の引上げを行うこととした。（第17
条～第21条関係）
10　事業者に対する両罰規定を定めることとした。（第22条関係）
11　その他所要の規定の整備を行うこととした。
12　施行期日等
　⑴　この条例は、平成22年４月１日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇ ◇
◇ ◇
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条　　　　　　　　例

　 次 に 掲 げ る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。

　 一　 秋 田 県 部 等 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二　 職 員 の 懲 戒 の 手 続 及 び 効 果 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 三　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 四　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 五　 議 会 の 議 員 そ の 他 非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 六　 市 町 村 へ の 権 限 移 譲 の 推 進 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 七　 秋 田 県 総 合 食 品 研 究 所 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 八　 秋 田 県 地 域 医 療 再 生 臨 時 対 策 基 金 条 例

　 九　 市 町 村 立 学 校 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 十　 ス ポ ー ツ に 関 す る 事 務 の 管 理 及 び 執 行 の 特 例 に 関 す る 条 例

　 十 一　 公 衆 に 著 し く 迷 惑 を か け る 暴 力 的 な 不 良 行 為 等 の 防 止 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 　 平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 秋 田 県 知 事　 佐　 竹　 敬　 久



平成21年12月25日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年

－５－



平成21年12月25日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年

－６－



平成21年12月25日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年

－７－



－８－

平成21年12月25日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年



－９－

平成21年12月25日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年



平成21年12月25日（金曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年

－ 10 －

発 行 者　　秋　田　県　　　　　　　秋田市山王四丁目１番１号
購読料金　　一ヶ月3,675円（税込み）
印 刷 所　　株式会社　松原印刷社　　秋田市山王七丁目５番29号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：018－862－8766　ＦＡＸ：018－863－0005
　　　　　　　　　　　　　　　　　　URL http://www.matsubarainsatsu.co. jp/
印 刷 者　　松原　繁雄　　　　　　　秋田市山王七丁目５番29号


